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平成 30年度財政援助団体監査結果報告に基づく措置通知書 

 

 平成 31 年 3 月 14 日付西監第 120 号の財政援助団体監査の結果報告に基づき、又は財政援助

団体監査の結果を参考として講じた措置の状況について、地方自治法第 199条第 12項の規定に

より通知します。 

 

監査対象部課等 教育委員会 指導部 学校教育課 

措置の状況   ☑措置を講じた   ☑措置を講ずる予定   □措置を講じない 

指  摘  事  項 措  置  状  況 

(6) 西条市中学生海外派遣団に関する指摘

事項 

ア 団体事務局の事務処理について 

平成 25 年度の財政援助団体監査時

に、「補助金交付部署が事業実施部署を

兼ねているため事務書類が混在してい

る。両事務処理を明確に区分し綴られ

たい。」との指摘に対し、「事務処理及び

書類を明確に区分することとした。」と

の回答を得ているが、これに準じてい

ない事務処理が散見された。特に契約

事務については、団体の事務を所管部

署の事務として執行しており、事務処

理区分の明確化が未だ不十分である。

今後、同様の事務処理を繰り返さない

よう、所管部署と補助金交付団体の事

務を明確に区分し書類等の整理を行う

とともに、事務の決裁に当たっては双

方の決裁者を混同することがないよう

適切に執行されたい。 

 

(6) 西条市中学生海外派遣団に関する指摘

事項 

ア 団体事務局の事務処理について 

平成 25年度の財政援助団体監査にお

ける指摘に対し講じた措置が、人事異

動に伴う引継ぎ不足により、結果とし

て改善に至っていなかったことから、

直ちに引継ぎの項目に追加するととも

に、担当者のみならず課内で情報共有

による事務の改善に努めることとし

た。 

市と団体の事務については、その処

理を区分して行うことはもとより、関

係書類の再整理を行い、市と団体の簿

冊を分けることで明確に区分すること

とした。 

契約事務については、事前準備のた

め業者選定を前年度中に実施してお

り、その際、当該年度の団長が決定して

いないことから、市の事務として処理

を行った結果、団体の事務と混同する



 

 

 

 

 

 

 

 

イ 海外派遣事業の受託業者選定につい

て 

「指名型プロポーザル方式」により、

受託業者候補の選定を行ったものの、

辞退等の結果、1社に対するヒアリング

等での選定となっていることから、多

数の業者の提案の中から選定できるよ

う「公募型プロポーザル方式」の導入や

仕様書の見直しなどを検討されたい。 

 

 

 

 

 

(7) 教育委員会指導部学校教育課に関する

指摘事項 

ア 補助金交付事務について 

西条市補助金等交付規則第 3 条の規

定に基づき、事業実施前に補助金交付

申請を提出するよう団体に対し指導を

されたい。 

 

イ 準公金の取り扱いについて 

「西条市中学生海外派遣団の金品の

取り扱いについて」は、総務部長通知

「準公金の取り扱いについて」（平成 23

年 7月 15日付け西職第 330号）に基づ

く共通事項が規定されていないので、

その必要性を再度認識し、マニュアル

を見直されたい。 

こととなった。 

今回の指摘を受け、市と団体の事務

を明確にするためにも、例年 4 月に開

催される第１回西条市児童生徒国際交

流推進審議会で団長決定後、速やかに

団体の事務として契約事務を行うこと

とした。 

 

イ 海外派遣事業の受託業者選定につい

て 

業者選定については、仕様書に事業

目的達成の必須項目とそれ以外の項目

を分けて示すなど、業者の創意工夫に

より提案することができるよう見直し

を行うこととした。 

また、「公募型プロポーザル方式」の

導入については、仕様書の見直しによ

る業者の提案状況を勘案したうえで、

今後、検討することとし、より多くの業

者から提案を受け適切な業者選定がで

きるよう努めたい。 

 

(7)教育委員会指導部学校教育課に関する

指摘事項 

ア 補助金交付事務について 

第１回西条市児童生徒国際交流推進

審議会において、会長が決定した後、事

業実施前に遅滞なく補助金交付申請書

を提出させるよう指導を行った。 

 

イ 準公金の取り扱いについて 

「西条市中学生海外派遣団の金品の

取り扱いについて」は、共通事項に対す

る誤った認識のもと策定した結果、項

目が欠落したマニュアルとなっている

が、共通事項の内容を再度確認し、その

必要性を認識したため、直ちにマニュ

アルの見直しを行い改定した。 

 


